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◆特集 1 

 

エネルギー新時代に向け始動する国際社会 
 

 2017 年 12 月半ば、パリ

で開催された気候変動に関

する国際会議「ワン・プラ

ネット・サミット」で、石

油・石炭などのエネルギー

開発業界に激震が走った。

この会議に参加した世界銀

行が、19 年以降、一部の例

外を除き、石油・天然ガス

開発プロジェクトへの融資

をやめると宣言したのだ。

16年 11 月の国連気候変動枠組み条約第 21回締約国会議（COP21）パリ協

定の発効を経て、国際社会は「さよなら化石燃料、ようこそ脱炭素社会」

に向けて本格的に始動した。(イラストはいずれもイメージ) 

 

 世界銀行による化石燃料の開発にかかわる融資停止の表明と時を同じく

して、アマゾン、フェイスブック、グーグル、イケア、マイクロソフトと

いった、世界を代表する多国籍企業 50 社は 2017年 12 月 13日、2030年

までに再生可能エネルギーの比率を、少なくとも 35%とする目標設定した

欧州連合(EU)を支持する共同宣言文書を EU加盟国のエネルギー担当相宛

てに送付したと発表。再生可能エネルギーの利用を拡大するため、電力販

売契約における規制緩和の必要性などを訴えた。 

 一方、EUの環境相とエネルギー相は 12月 18日、ブリュッセルで会合

し、2030 年までに域内の再生エネルギー比率を 27%以上に拡大することに

合意。また、輸送機関での再生可能エネルギー比率でも合意した。自動車

では 14%の燃料を再生エネで賄う目標を設定した。 
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◆特集 3 

バイオマスの「地産地活」で活路見出す地方自治体 

 

2018年 2 月 6日、

都内で「バイオマス

産業都市推進シンポ

ジウム」(主催：日本

有機資源協会、牛久

保明邦会長)が開催さ

れた。群馬県上野村

の黒澤八郎村長らが

講演で、当該自治体

の取り組みを紹介す

るとともに、シンポ

ジウムでは「バイオマス事業の課題と今後の展望」をテーマに熱い議論が

交わされた。(写真はシンポジウムの様子) 

 

事業性の評価ポイントを調査する―ファイナンスで三井住友 F&L の浅井氏 

 

 講演ではまず、日本大学・生産工学部土木工学科の森田弘昭教授が「家

庭から出る生ごみの再利用に着目すべき」と指摘。ディスポーザー(ごみ

溜め器)に集めた生ごみを下水道処理と組み合わせることで「バイオマス

として有効利用の可能性がある」と強調した。さらに「産業として自立さ

せるためには、未利用量や収益性にかかわる市場調査が必要とともに、農

業と下水道など他の分野との連携強化が不可欠」との見解を示した。 

 一方、三井住友ファイナンス&リースの環境エネルギー事業本部・環境

エネルギー開発部の浅井淳史部長は、金融サイドからバイオマス発電事業

におけるファイナンスのポイントについて講演した。バイオマス発電事業

では現在、プロジェクト(発電事業)自体から生じるキャッシュフロー(事

業から発生する収益や事業の持つ資産)を担保に実施する資金調達方法で

ある「プロジェクトファイナンス」が主流とした上で、借入金の返済余裕

率(DSCR)に注目しながら、ベースとなる事業計画に様々なストレス(主に
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